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令 和 ７ 年 度 水 戸 市 奨 学 生 募 集 要 項 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　水 戸 市 教 育 委 員 会　　 

　 

Ⅰ　応募資格　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

・ 令和７年４月１日現在で，本市に引き続き１年以上居住する方の子弟であって，令和７年度に 

高等学校，中等教育学校の後期課程又は高等専門学校（第１学年から第３学年までに限る。）（以　 

下「高等学校等」という。）へ進学を予定している者又は既に高等学校等に在学している者で， 

人物・学力ともに優れ，本人の属する世帯の認定所得金額が所得基準額以下であること。 

・ 国，県その他の団体から奨学金，その他これに類する資金の貸与又は支給を受けていないこと。 

 

Ⅱ　採用人数 

令和７年度に高等学校等へ進学を予定している者　　２０名以内 

既に高等学校等に在学している者　　　　　　　　　 若干名（欠員があった場合に限る。） 

 

Ⅲ　奨学金の額 

月額６，０００円（給付型） ※令和６年度実績 

 

Ⅳ　提出書類 

１　奨学生願書（様式第１号） 

２　奨学生推薦調書（様式第２号） 

３　同居家族収入者全員（同一世帯）の令和６年度（５年分）市民税・県民税課税証明書 

　　　※令和６年１月２日以降に水戸市へ転入した者全員（前住所地の市役所等で取得する） 

同居家族収入者全員（同一世帯）の課税証明書に記載されていない収入の証明書類 

（例：年金証書・振込通知書等） 

４　所得状況等調査同意書 

５　その他，特別な事情がある場合は各種証明書 

 

Ⅴ　提出期限及び提出先 

令和７年１月31日（金）までに在学する学校の学級担任へ提出 

 特別な事情 証明書
 ① 母子・父子世帯 　児童扶養手当証書の写し　等
 ② 就学者のいる世帯 在学証明書又は学生証の写し（本人及び小・中学生は不要）
 ③ 障害者のいる世帯 障害者手帳の写し，医師の診断書　等
 

④ 長期療養者のいる世帯
令和６年分の年間支出見込算出表 

及び治療費・医薬品等の領収書の写し
 

⑤
主たる家計支持者が別居

している世帯

別居していることを証明する書類及び別居のために特別に

支出している金額を証明する書類 

（住居費等の領収書の写し，年間集計表）
 

⑥
火災，風水害又は盗難等の

被害を受けた世帯

被害を受けたことを証明する書類及びその被害によって支

出増又は収入減になる年間金額を証明する書類
 ⑦ 　生活保護受給世帯 　生活保護受給証明書
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Ⅵ　注意事項 

１　奨学生願書について 

（１）　同一住居に居住し，生計を一にしている場合は，全員同一家族とし，収入のある者すべ　 

ての月収額を記入する。 

（２）　職場や任地の都合で別居している者，就学又は病気療養のため別居している者等につい 

ても，生計を一にしている場合は同一家族として記入する。 

（３）　就学している家族については，学校名，学年，奨学金等の受給の有無を記入する。 

（４）　奨学金希望理由欄には，できるだけ詳細にその理由を記入する。 

 

２　奨学生推薦調書について 

在学している学校で作成する。 

 

３　令和６年度市民税・県民税課税証明書について 

（１）　令和５年分の所得に対する令和６年度の課税証明書を市町村窓口で取得し添付する（書 

類の年度をお間違いの無いようご注意ください）。 

（２）　令和６年１月２日以降に水戸市へ転入した者全員は，令和６年１月１日現在で居住して　　 

いた市町村が発行した課税証明書を取得し添付する。 

（３）　課税証明書の代わりとして，源泉徴収票及び確定申告書の提出は不可。 

 

Ⅶ　推薦基準 

1　人物について 

学習活動その他生活の全般を通じて，態度・行動が生徒にふさわしく，将来良識ある社会人と 
して活動できる見込みがあること。 

 
２　健康について 

学校保健法による定期健康診断（最近１年以内に実施したもの。第１学年に在学する者につい 
ては，入学者選抜時の健康診断でもよい。）の結果により修学上支障がないと学校側が認めた者。 

（注）　修学上支障がないと認められる者については，出願のため改めて健康診断を受ける必要　 
はありません。また，奨学生願書中の健康診断欄の記入も必要ありません。 

 
３　学力について 

(１)　現在，中学校（中等教育学校前期課程含む。以下同じ）第３学年または義務教育学校第９　 

年生で，令和７年４月に高等学校，中等教育学校の後期課程又は高等専門学校（第１学年か　　 

ら第３学年までに限る。）（以下「高等学校等」という。）へ進学を予定している者は，中 

学校における第２学年及び第３学年，または義務教育学校第８学年及び第９学年の履修教科 

の評定をすべて合計し，これを全履修教科数で割った値（以下「学習成績」という。）が，３． 

５以上であること。 

(２)　現在，高等学校等第１学年で，令和７年４月に第２学年へ進級を予定している者は，高等 

　　学校等第１学年の学習成績が３．０以上であること。 

(３)　現在，高等学校等第２学年で，令和７年４月に第３学年へ進級を予定している者は，高等 

　　学校等における第１学年及び第２学年の学習成績が３．０以上であること。 
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４　家計について 

本人の属する世帯の認定所得金額が，所得基準額以下であること。 

 
(１)　所得基準額表 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(２)　所得金額の算出方法について 

ア　給与所得者以外の所得者の算出基礎 

１年間の収入金額から必要経費を控除した金額を所得金額とする。 

 
イ　給与所得者の所得金額の算出基礎 

1年間の収入金額を基にして，下表の左側に掲げる収入金額ごとに同表の右側に掲げる計 
算式によって得た金額を所得金額とする。 

 
（給与所得の計算式） 

 
（注）１　市民税・県民税課税証明書に記載された「給与収入」を，上表の計算式に当て

はめて算出した金額を所得金額とする。 
　　　　　　　２　収入とは　…　俸給，給料，賃金，専業主報酬，役員報酬，歳費，賞与及び専　 

従者給与（専従者控除分も含む），並びにこれらの性質を有する 
給与等（年金（恩給，老齢年金，遺族年金等を含む），扶助料， 
傷病手当金等を含む。）並びに扶助費等。 

３　収入金額及び所得金額は，万円未満を切り捨てて適用する。 
　　　　　　　４　給与所得者が２人以上いる場合，この計算は各人の収入金額を合算したあと，

万円未満を切捨てて所得金額を算出する。 
　　　　　　　５　同一人で２以上の収入源があって，いずれも給与所得の場合は，収入金額を合

算したあと，万円未満を切捨てて所得金額を算出する。 
　　　　　　　６　同一人で２以上の収入源があって，給与所得と給与以外の所得の場合は，給与所　　　　 

得については上記計算式により所得金額を算出する。 

 収　入　金　額 計　算　式
 ４００万円までのもの 収入金額×０．８－２６３万円＝所得金額
 ４００万円を超えて８７８万円までのもの 収入金額×０．７－２２３万円＝所得金額
 ８７８万円を超えるもの 収入金額－４８６万円＝所得金額

 世帯人員 所得基準額 備　　　　考

  １人 １２９万円 　世帯人員が７人を超える場合は，１人

増すごとに１４万円を世帯人員７人の所

得基準額に加算する。 

 　　２人 ２０６万円

 　　３人 ２３８万円

 　　４人 ２５７万円
 　　５人 ２７６万円
 　　６人 ２９３万円
 　　７人 ３０７万円
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(３)　特別控除額について 

備考　　１　小学校は義務教育学校の前期課程を，中学校は義務教育学校の後期課程及び中等教育学　　 
校の前期課程を，高等学校は中等教育学校の後期課程を含む。 

　　　　２　該当する特別の事情が２つ以上ある場合は，これらの特別控除額を合わせて控除するこ

とができる。 
　 

　(４)　認定所得金額の算出方法について 

本人の属する世帯の１年間の所得金額の合計から特別控除額を引いた金額　 

 

Ⅷ　その他 

１　奨学生である者が，学業成績が著しく不良となった場合，又は所得が著しく増加した場合は，

奨学金を支給しない場合がある。 

２　専修学校は対象外とする。 

３　提出された書類により選考作業を行い，採用予定人員枠内で決定するため，基準を満たしてい

ても採用しない場合がある。

 特別の事情 特　別　控　除　額

 １ 母子・父子世帯 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　４９万円

 

２

就学者のいる世帯 
 
 
 
児童・生徒・学生 
1人につき 
 
 

※本人も控除します。

小 学 校　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　９万円

 中 学 校　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１７万円

 自宅通学 自宅外通学

 
高 等 学 校

国・公立 １９万円 　４１万円

 私　　立 　３３万円 　５４万円

 

高 等 専 門 学 校

国・公立

1～3年 　２８万円 　５０万円

 4 ～６

年
　４０万円 　６２万円

 

私　立

1～3年 ５４万円 ７６万円

 4 ～６

年
６６万円 　８８万円

 
大 学

国・公立 　６７万円 １１６万円

 私　　立 １１１万円 １５９万円

 

専修学校

高等課程
国・公立 ７万円 １８万円

 私　　立 　２９万円 　３９万円

 
専門課程

国・公立 　２５万円 　７１万円

 私　　立 　７９万円 １２３万円

 ３ 障害者のいる世帯 障害のある人１人につき　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　９９万円

 ４ 長期療養者のいる世帯 療養のため経済的に特別な支出をしている年間金額

 

５

主たる家計支持者が別

居している世帯（父母

のいずれか１人でも別

居した場合は対象）

別居のため特別に支出している年間金額。 
ただし，７１万円を限度とする。

 

６
火災，風水害又は盗難

等の被害を受けた世帯

日常生活を営むために必要な資材又は生活費を得るための基本的な生産手段(田・畑・

店舗等)に被害があって，将来長期にわたって，支出増又は収入減になると認められる

年間金額


